
平成18年９月期　個別財務諸表の概要 　

　

平成18年11月17日

上場会社名 株式会社ＡＣＫグループ 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ

コード番号 ２４９８ 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.ackg.jp/)
　
代　　表　　者 役職名　代表取締役社長 氏名　廣谷　彰彦

問合せ先責任者 役職名　取締役統括管理本部長 氏名　長尾　千歳

　 　 TEL　(03) 6311－6641　

決算取締役会開催日 平成18年11月17日 配当支払開始予定日 平成18年12月25日

定時株主総会開催日 平成18年12月22日 単元株制度採用の有無 有(１単元100株)
　

1.　18年９月期の業績（平成18年８月28日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績 　

　 売上高 営業利益 経常利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月期 94 ― 67 ― 67 ―
17年９月期 ― ― ― ― ― ―

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年９月期 65 ― 12 86 12 84 1.5 1.4 71.3
17年９月期 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(注) ① 期中平均株式数 18年９月期 5,092,000株 17年９月期 ―株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率
　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月期 5,149 4,481 87.0 880 20
17年９月期 ― ― ― ― ―

(注) ① 期末発行済株式数 18年９月期 5,092,000株 　17年９月期 ―株

　 ② 期末自己株式数 18年９月期 ―株 17年９月期 ―株
　
　

2.　19年９月期の業績予想（平成18年10月１日～平成19年９月30日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

中間期 290 50 50
通期 485 80 80

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　15円71銭
　

3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円) 配当金総額
(百万円)

配当性向
(％)

純資産
配当率(％)　 期末 年間

17年９月期 ― ― ― ― ―

18年９月期 12.50 12.50 63 97.3 1.43

19年９月期(予想) 7.50 7.50 　 　 　

(注) 18年９月期期末配当金の内訳 記念配当 5円00銭 　 　

　　※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定
な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により上記予想数値を異なる可能性があり
ます。
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1. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
第１期

(平成18年９月30日現在)

区分
注記
番号

金額(千円) 構成比(％)

(資産の部) 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 92,785 　

　２　関係会社短期貸付金 　 　 540,000 　

　３　繰延税金資産 　 　 174 　

　４　その他 　 　 191 　

　　流動資産合計 　 　 633,151 12.3

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　

　投資その他の資産 　 　 　 　

　　　　関係会社株式 　 　 4,516,519 　

　　　投資その他の資産 　 　 4,516,519 87.7

　　固定資産合計 　 　 4,516,519 87.7

　　資産合計 　 　 5,149,670 100.0

(負債の部) 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　

　１　関係会社短期借入金 　 　 540,000 　

　２　未払金 ※１ 　 122,965 　

　３　未払法人税等 　 　 1,973 　

　４　その他 　 　 2,777 　

　　流動負債合計 　 　 667,716 13.0

　　負債合計 　 　 667,716 13.0

(純資産の部) 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 500,950 9.7

　２　資本剰余金 　 　 　 　

　　　　資本準備金 　 3,915,569 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 3,915,569 76.0

　３　利益剰余金 　 　 　 　

　　　　その他利益剰余金 　 　 　 　

　　　　　繰越利益剰余金 　 65,435 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 65,435 1.3

　　株主資本合計 　 　 4,481,954 87.0

　　純資産合計 　 　 4,481,954 87.0

　　負債純資産合計 　 　 5,149,670 100.0

　 　 　 　 　
　　

― 34 ―



② 損益計算書

　

　 　
第１期

(自　平成18年８月28日
至　平成18年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 百分比(％)

Ⅰ　営業収益 　 　 　 　

　１　関係会社受取配当金 　 63,650 　 　

　２　関係会社経営管理料 　 30,450 94,100 100.0

Ⅱ　営業費用 　 　 　 　

　　　販売費及び一般管理費 　 　 27,040 28.7

　　　営業利益 　 　 67,059 71.3

Ⅲ　営業外収益 　 　 　 　

　１　受取利息 ※１ 57 　 　

　２　その他 　 0 57 0.0

Ⅳ　営業外費用 　 　 　 　

　　　支払利息 ※１ 28 28 0.0

　　　経常利益 　 　 67,088 71.3

　　　税引前当期純利益 　 　 67,088 71.3

　　　法人税、住民税及び事業税 　 1,827 　 　

　　　法人税等調整額 　 △ 174 1,653 1.8

　　　当期純利益 　 　 65,435 69.5
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③ 株主資本等変動計算書

当事業年度(自　平成18年８月28日　至　平成18年９月30日)

　

　

株　主　資　本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

平成18年８月28日残高(千円) 500,950 3,915,569 3,915,569 ― ― 4,416,519 4,416,519

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

　当期純利益 ― ― ― 65,435 65,435 65,435 65,435

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ― 65,435 65,435 65,435 65,435

平成18年９月30日残高(千円) 500,950 3,915,569 3,915,569 65,435 65,435 4,481,954 4,481,954

　

― 36 ―



重要な会計方針

　

項目
第１期

(自　平成18年８月28日
至　平成18年９月30日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法 子会社株式

　移動平均法による原価法

２　繰延資産の処理方法 　創立費及び新株発行費については発生時に全額

費用として処理しております。

３　その他財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
第１期

(平成18年９月30日現在)

※１　関係会社に対する資産及び負債

　　　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対する主なものは次のとお

りであります。

未払金 19,064千円
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(損益計算書関係)

　
第１期

(自　平成18年８月28日
至　平成18年９月30日)

※１　関係会社との取引

受取利息 57千円

支払利息 28千円

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

給料手当 6,725千円

株式発行・管理費用 5,561千円

設立登記費用 3,895千円

広告宣伝費 3,465千円

手数料 3,000千円

　

　

― 39 ―



(株主資本等変動計算書関係)

当事業年度(自　平成18年８月28日　至　平成18年９月30日)

　該当事項はありません。
　
　

― 40 ―



リース取引関係

当事業年度(自　平成18年８月28日　至　平成18年９月30日)

該当事項はありません。
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有価証券関係

　当事業年度(自　平成18年８月28日　至　平成18年９月30日)

子会社株式で時価のあるものはありません。
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税効果会計関係

　
第１期

(平成18年９月30日現在)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産 　

　流動資産 　

　　未払事業税 174千円

　　繰延税金資産合計 174千円
　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因別内訳

法定実効税率 40.7％

（調整項目） 　

　交際費等永久に損金と認められないもの 0.4％

　受取配当金等永久に算入されないもの △38.6％

　その他 0.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.5％
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１株当たり情報

　
第１期

(自　平成18年８月28日
至　平成18年９月30日)

１株当たり純資産額 880円20銭

１株当たり当期純利益 12円86銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

12円84銭

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項　目
第１期

(自　平成18年８月28日
至　平成18年９月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 4,481,954

普通株式の係る純資産額（千円） 4,481,954

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） ―

普通株式の発行済株式数（株） 5,092,000

普通株式の自己株式数（株） ―

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数（株） 5,092,000

　

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　

項　目
第１期

(自　平成18年８月28日
至　平成18年９月30日)

１株当たり当期純利益 　

　損益計算書上の当期純利益(千円) 65,435

　普通株式に係る当期純利益(千円) 65,435

　普通株主に帰属しない金額(千円) ―

　普通株式の期中平均株式数(株) 5,092,000

　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　

　当期純利益調整額(千円) ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳

　

　　新株予約権(株) 4,412

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

平成16年新株予約権
（ストックオプション）

100個（100,000株）
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重要な後発事象

　
第１期

(自　平成18年８月28日
至　平成18年９月30日)

　
１　株式交換契約の締結について

当社は平成18年11月7日の取締役会決議に基づき、平成18年３月１日（予定）を効力発生
日として大成基礎設計㈱を完全子会社とする株式交換契約を締結致しました。

(1)　株式交換の目的
当社グループは、地質・土質関連部門で確固たる地位を確立し、さらに、土壌・

地下水汚染対策・リニューアル等においては調査から工事までワンストップでサー
ビスを提供している大成基礎設計㈱と当社グループとが経営統合を行い、経営の効
率化等によるグループ全体の収益性の向上を目指すとともに、両社の技術・ノウハ
ウの共有化や技術開発の推進を図り、様々な面においてシナジー効果を発揮し、幅
広い顧客に多大な貢献を果たしてまいります。

(2)　株式交換の方法及び内容
大成基礎設計㈱の株主（当社を除く）は、保有する大成基礎設計普通株式１株に

対し、株式交換に際して当社が発行する新株式５株の割当交付を受け、当社の株主
となります。これにより当社が大成基礎設計㈱の株式交換完全親会社となり、大成
基礎設計㈱が当社の株式交換完全子会社となります。

(3)　株式交換の相手会社の概要

① 名称 大成基礎設計株式会社

② 住所 東京都文京区千駄木三丁目43番３号

③ 代表者の氏名 代表取締役社長　平山　光信

④ 資本金 513百万円

⑤ 事業の内容 地質・土質・地下水等に関する調査及びコンサルティング等

⑥ 売上高 4,410百万円（平成17年8月期）

　
２　子会社7社の株式譲受について

当社は平成18年10月20日開催の取締役会において、当社グループの子会社を再編し、グル
ープ会社の自立した経営と統制機能の強化を目的として、㈱オリエンタルコンサルタンツが
保有する子会社7社の全株式を譲受する決議を致しました。

　
(1)　株式譲受する子会社の概要

会社名 資本金
譲渡前の株式数

(比率)
譲渡
株式数

㈱オリエスセンター 20百万円 400株 100.0% 400株

㈱オリエス総合研究所 10百万円 200株 100.0% 200株

㈱中央設計技術研究所 30百万円 37,000株 61.7% 37,000株

㈱国土情報技術研究所 30百万円 600株 100.0% 600株

㈱ワールド 95百万円 180,000株 100.0% 180,000株

㈱オリエス交通情報サービス 10百万円 200株 100.0% 200株

㈱オリエスシェアードサービス 10百万円 200株 100.0% 200株

（注）  ㈱オリエスセンターは平成18年10月1日付で㈱オリエス西日本を吸収合併し
ております。

　
(2)　譲渡価格        未定

　
(3)　譲渡年月日　　　平成19年1月上旬
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2. 役員の異動

該当事項はありません。
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